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（１）はじめに 

  本会は、令和 7年度を初年度とする「ＪＡ全農事業ビジョン 2030」にもとづき、全農グル

ープが培ってきた３つの力を原動力にして、「①全体戦略の実践、②会員による利用結集、

③会員への還元」の好循環の確立に取り組んでいます。 

  「令和８年度事業計画」の策定にあたっては、農業現場での労働力不足など、ビジョン策

定時の課題は継続していることから、長期的な目標である「ＪＡ全農ビジョン 2030」の見直

しはおこなわず、引き続きめざす姿の実現に向けて全体戦略を実践します。 

   

（２）ＪＡ全農事業ビジョン 2030 

■2030年の全農グループのめざす姿 

  持続可能な農業と食の提供のために“なくてはならない全農”であり続ける 

■めざす姿の実現に向けた全体戦略 

 生産振興など、前中期計画において取り組んできた６つの全体戦略の重要性 

は増しているため、これを継続し、深堀りします。 

①生産振興   ②食農バリューチェーンの構築   ③海外事業展開 

④地域・くらしの維持と活性化   ⑤環境および社会的課題への対応 

⑥ＪＡ・全農グループにおける最適な事業体制の構築 

 

【図表】全農グループが培ってきた力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年度計画の考え方                   
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【めざす姿の実現に向けた全体戦略】 

① 生産振興 

生産から流通まで本会の専門性を結集し、生産性向上や気候変動に対応しうる技術・

品種の開発・普及、産地の生産力を高める取り組み 

② 食農バリューチェーンの構築 

グループ会社と連携し流通の各段階で必要となる施設への投資、実需者ニーズを満た

す商品開発と販売提案 

③ 海外事業展開 

サプライチェーンの強靭化による海外資源の安定調達、輸出戦略の構築 

④ 地域・くらしの維持と活性化 

グループを挙げた生活・エネルギーインフラやサービス機能の充実によるライフライ

ンの維持、地域の活性化 

⑤ 環境および社会的課題への対応 

自らの事業における脱炭素化、耕畜連携、地域事情をふまえた段階的な環境へ配慮し

た農業生産の実践、適正な価格形成の実現に向けた施策 

⑥ ＪＡ・全農グループにおける最適な事業体制の構築 

 

（３）８年度計画の考え方 

労働力不足や夏場の高温による農畜産物への影響など、日本の農業生産と農産物流通の課

題は多様です。米の供給不足問題に端を発しては、農業およびＪＡグループがもつ役割・機

能への社会の認識不足と対外的な情報発信が十分でないことも明らかになりました。本会

は、多くの長期的かつ構造的な農業課題に対応する必要がありますが、とりわけこれら目の

前にある課題への対応について、８年度計画のなかで新たに策定、もしくは従来対策を強化

してまいります。 
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１．はじめに 

秋田県本部は、２０３０年の全農グループのめざす姿の実現に向けて、これまで農家組合員

の営農の安定につながる「営農経済事業機能強化策」の実践や、ＪＡとの検討、職員からの提

言をもとに取り組みスキームを整理してきました。とりわけ、秋田県の農業現場は経営の大規

模化や労働力不足などにより、ＪＡおよび本会の機能にこれまで以上の強化が求められている

ことから、持続可能な秋田県農業を支えるため、①県農業生産の持続につながる施策、②ＪＡ

事業の効率化につながる施策、③環境対応につながる施策について、引き続き取り組みをすす

めます。令和８年度においては、生産現場対応の強化に向けた体制整備や部門間連携の強化、

および県産農畜産物の生産力の維持・拡大をはかります。 

 

２．営農支援事業 

（１）ＪＡと連携した出向く体制強化による担い手総合支援の実施 

専門部署設置による多様化する生産者（法人経営体等）ニーズへ

の対応強化のほか、担い手推進体制の構築とＪＡ営農経済事業機能

強化に向けた支援を実施します。 

  

（２）事業拡大につながるＴＡＣ活動への支援 

「担い手営農サポートシステム」（ＮＥサポシステム）（※１）の活用による的確なＴＡＣ推進

の支援をすすめるほか、県行政との連携による園芸作物の生産導入および単収向上につながる担

い手支援事業の強化をはかります。 

（※１）農家の栽培面積・品目などの営農概要や年度別の販売・購入実績、ＪＡ利用率なども管理可能に
し、営農指導や提案につなげる訪問管理システム。 

 

（３）トータルコスト低減など農家手取り最大化に取り組むＪＡ・経営体の拡大・支援 

ＪＡ・部門間連携によるモデル経営体における実証メニューの策定・実践をすすめるほか、環

境調和型農業の実践・普及、直播栽培の技術普及に向けた情報発信に取り組みます。 

 

 

 

 

全農秋田県本部 事業別実施具体策                   
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（４）営農技術の普及促進 

ＪＡ営農指導等の業務効率化に向けた営農管理システム「Ｚ－Ｇ

ＩＳ」や栽培管理支援システム「ザルビオフィールドマネージャー」

などの普及促進、省力・低コストに資する栽培技術（水稲可変施肥技

術、水田用自動給水機等）の導入支援、栽培技術および経営の指導強

化に向けた各種研修会をおこないます。 

 

（５）農業労働力確保への対応 

県農業労働力サポートセンターを通じた労働力確保対策への支援や、東北ブロック労働力支

援協議会によるネットワークの強化、ならびに請負型労働力の支援など農作業受委託事業の取

り組みを検討します。 

 

 

３．米穀事業 

（１）営農継続につながるＪＡグループの集荷拡大・販売体制の構築 

集荷専任体制を継続し、営農継続可能な契約栽培に取り組み、主食うるち米集荷の維持・拡

大をはかります。 

また、実需者のニーズに対応したもち米・酒造好適米、多収品種等の生産提案による契約栽

培の推進、県行政と連携した「サキホコレ」の生産拡大と市場定着

に向けた販売強化に取り組みます。 

さらには、メディアを活用した産地情報の発信および県行政・異

業種と連携した販促活動を実践しながら、消費地販売事務所を基点

としてマーケティング機能を強化します。 

  

（２）農産物流通の労働負荷の軽減と輸送力の確保に向けた取り組みの実践 

全農統一フレキシブルコンテナやパレチゼーションの普及・拡大

をはかるほか、海上輸送等の拡大によるモーダルシフトの取り組み

を強化します。 
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（３）環境負荷軽減の取り組みの実践 

水田からの温室効果ガス低減に向けた飽水管理等を推進する

ほか、「サキホコレ」の特別栽培米標準化による環境に配慮し

た栽培と生産技術向上に向けて取り組みます。 

 

（４）主食用米の需給バランスの維持ならびに安定した稲作経営に資する取り組み 

安定した稲作経営に資する取り組みとして水田活用米穀等の取扱数量の維持・拡大に取り組

みます。特に、輸出用米においては県行政や全農グループ卸等と連携した産地づくりの推進をは

かります。 

 

（５）精米販売事業の強化 

全農グループ卸、実需者との連携強化による精米販売事業の維持・拡大、ＪＡグループ・関

連会社とのタイアップによる新規顧客の開拓、県内シェアの拡大に取り組みます。 

 

 

４．園芸畜産事業 

（１）長ネギ、菌床椎茸の生産基盤の維持・拡大 

県行政・ＪＡと連携した「オール秋田」での生産振興や単収

向上策の推進と取扱数量の拡大、品質対策・販売強化・消費宣

伝による生産基盤の維持・拡大に取り組みます。 

 

（２）高温耐性品種の導入・転換や作型見直しなどによる生産量の維持・拡大 

   トマト、きゅうりの出荷期間延長による出荷量確保への取り組みを強化するほか、県行政・

部門間連携による試験圃場の設置と生産指導の強化につとめます。 

 

（３）直販事業の拡大 

  実需者との委託直販、買取直販や重点市場との連携による、農家経営の安定をはかるためのコ

ストを反映した適正な価格形成へ取り組むほか、県南園芸センターハブ機能（出荷拠点の一元

化）による集荷拡大につとめます。また、県行政・ＪＡと連携したアスパラガス・ブロッコリ

ーの生産振興と販売対策を強化します。 



7 

 

（４）県南園芸センターのハブ機能稼働による持続可能な青果物

輸送体制の構築 

  流通の合理化に向けた市場集約と消費地ストックポイントの

利用シェア低減に取り組みます。 

 

（５）省力化資材品目の取り扱い拡大への取り組み 

  水田用自動給水機（アクアポート）の普及・拡大に取り組みます。 

 

（６）獣害防止に向けた電気柵の普及・拡大 

 

（７）環境負荷低減・低コスト化への取り組み 

段ボール箱における環境負荷低減・低コスト化に向けて適正包装提案（Eco Smart 

Packaging）（※２）をすすめます。 

（※２）これまでの適正包装化提案（材質の変更等）に環境配慮視点を加えた取り組み。使用原紙の
低坪量化（板紙 1 ㎡あたりの重量の削減）によるコストの低減、ショートフラップ化（段ボ
ール使用量削減）によるＣＯ₂の排出量削減をはかる。 

 

（８）生乳の集配業務の合理化 

輸送業者との協議によるコスト削減に向けた集乳ルートの見直しや、ＪＡ（生産者）との

協議による生産基盤の変化に対応する新たな集乳体制を検討します。 

 

（９）牛乳の消費拡大および安全安心な生乳の提供 

秋田県牛乳普及協会や関係団体と連携した牛乳消費拡大運動を

通じた理解醸成活動を実施します。 
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５．生産資材事業 

（１）生産資材コスト・労働力低減の取り組み 

肥料銘柄集約と集中購買の取り組みの実践や、担い手直送規格農薬、大規模経営体への直

行配送および高拡散製剤の普及・

拡大のほか、直播栽培の施肥・防

除の検討など、生産資材コストの

抑制ならびに生産者の労働力低減

に向けて取り組みます。 

 

（２）地力向上に向けた土づくりの推進 

異常気象への対応として土壌診断に基づいた土づくり資材の普及・推進をすすめます。 

 

（３）ＪＡ事業の効率化につながる仕組みの導入促進 

「全農Ｗｅｂ受発注センターシステム（ＪＡ⇔全農間）」を活用した業務の効率化のほ

か、全農肥料パレット物流の品目拡大による配送の効率的運用や、持続可能な安定輸送体制

の確立に向けた取り組みをすすめます。 

 

（４）環境調和型農業の取り組み 

国産肥料資源銘柄、堆肥入り複合肥料の普及検討や、被覆肥料のプラスチック殻の流出防

止ならびに代替肥料の実証・普及、バイオスティミュラント資材などの環境調和型資材の普

及に取り組みます。 

 

（５）農業機械のコスト低減に向けた対策 

共同購入コンバインの供給促進や、農業用ドローンの普及・拡

大、直播栽培に対応した農業機械の情報発信と推進、セルフメン

テナンス促進の取り組みのほか、中古農機広域流通による定期的

な情報提供をすすめます。 
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（６）ＩＣＴ搭載農機等への対応 

ＩＣＴ搭載農機、省力化農機等の情報発信と推進や、ＲＴＫ 

（Real Time Kinematic）（※３）機器の供給促進に取り組みます。 

（※３）ＧＰＳなどの衛星測位システム（ＧＮＳＳ）を利用し、基準局から
の補正情報をリアルタイムで受信してセンチメートル級の超高精度な位置情報を得る測位
技術。活用することにより高精度な農作業ができる。 

 

６．事業運営・経営管理 

（１）食・農業・環境および本会事業への理解促進につながる広報活動と社会貢献活動への取

り組み 

農畜産物の適正価格・持続可能な農業経営の理解醸成に向けた活動と

して「eat AKITA プロジェクト」を展開するほか、イベントや関係機関

との連携による県産農畜産物の消費拡大に向けた一体的な販売促進活動

を展開します。 

また、ホームページやＳＮＳ（※４）、情報誌等の各種媒体を通じた生産者・消費者への本

会事業や社会貢献活動、ＳＤＧｓ関連の取り組みの情報発信のほか、食農教育活動による次

代を担う世代への本県農業に関する理解浸透の促進、スポーツ支援活動や小学生を対象とし

た「田んぼの生きもの調

査」等のＳＲ活動の展開に

よる「食」と「農」の理解

者づくりに取り組みます。 

 

 （※４） 公式ＨＰ：（URL）https://www.zennoh.or.jp/ak/ 
公式ＳＮＳ（インスタグラム）：「秋田の農業応援団」（@ja_zennoh_akita） 

                                         「美人を育てる秋田米」（@bijinakitamai） 

 

（２）産地直送通販サイトＪＡタウン「おらほの逸品館」の利用拡大 

県産農畜産物等の取扱商品の拡大に取り組むほか、認知度向上に向けてホームページ・  

ＳＮＳ・メールマガジンを活用した情報発信やキャンペーンを実施します。 

 

（３）自然災害への復旧支援 

生産者の営農再開に向けて、行政・ＪＡグループと連携した支援を実施します。 


